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別紙第２ 

 

職員の勤務時間の改定に関する勧告 

 

次の事項を実現するため、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律

（平成６年法律第33号）を改正することを勧告する。 

 

１ 改定の内容 

各省各庁の長は、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律第６条第

３項に規定する職員について、現行の同条第４項に規定する職員と同様に、

４週間を超えない範囲内で週を単位として人事院規則で定める期間ごとの期

間につき勤務時間を割り振らない日を設け、及び当該期間につき同法第５条

に規定する勤務時間となるように勤務時間を割り振ることができるものとす

ること。 

 

２ 改定の実施時期等 

(1) 改定の実施時期 

この改定は、令和７年４月１日から実施すること。 

(2) その他所要の措置 

この改定に伴い、所要の措置を講ずること。 


